
貸　借　対　照　表 

（平成15年５月31日現在） 
（単位 ： 百万円） 

科　　　目 金　額 

　資　産　の　部 
流　動　資　産 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固　定　資　産 
　（有形固定資産） 
 
 
 
 
 
 
 
　（無形固定資産） 
 
 
 
　（投資その他の資産） 

１８９,４３９ 
９１,４６８ 
１２,３００ 

４０,８２９ 

２６,６７０ 

１,４４７ 

１,４６９ 

３,５３１ 

８,８４３ 

２９７ 

５７ 

１,１９５ 

８２４ 

△５,９９８ 

９７,９７０ 
（７３,３６８） 

２６,６５８ 

１,３７６ 

７,１１１ 

１４ 

１,９０９ 

３６,２９５ 

３ 

（　 ２９３） 

９６ 

９９ 

９７ 

（２４,３０８） 

１０,３５７ 

７,０４６ 

１１ 

３,１２５ 

４８７ 

４,８７２ 

８２ 

１,４４０ 

１,６１２ 

△４,７２８ 

１８９,４３９ 資 産 合 計  

 

 

現金及び預金 

受 取 手 形  

売 掛 金  

商 品  

製 品  

原 材 料  

仕 掛 品  

貯 蔵 品  

前 払 費 用  

未 収 入 金  

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金  

 

 

建 物  

構 築 物  

機械及び装置 

車両及び運搬具 

工具器具及び備品 

土 地  

建 設 仮 勘 定  

 

借 地 権  

ソフトウェア 

その他の無形固定資産 

 

投資有価証券 

子 会 社 株 式  

出 資 金  

長 期 貸 付 金  

従業員長期貸付金 

破産、更生債権等 

長期前払費用 

敷 金  

その他の投資 

貸 倒 引 当 金  

科　　　目 金　額 

　負　債　の　部 
流　動　負　債 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固　定　負　債 
 
 
 
 
 
 
 
 
　資　本　の　部 
資　　本　　金 
資 本 剰 余 金 
 
 
 
 
利 益 剰 余 金 
 
土地再評価差額金 
株式等評価差額金 
自　己　株　式 

１３６,９６６ 
９９,７７８ 
２１,３３６ 

２２,４７５ 

２１,７４５ 
 

１９,８６７ 
 

４,３９３ 

９７ 

１,１４３ 

２,９９９ 

５,０５６ 

４０３ 

７９ 

１７９ 

３７,１８８ 
２６,５１２ 

 

２,２５９ 
 

７,７８４ 

３４８ 

２８４ 

 

 

５２,４７２ 
２８,３９９ 
１３,００２ 
８,９９７ 

４,００４ 
 

４,００４ 
 

８,３２６ 
８,３２６ 

３,３２７ 
△   ５８１ 
△   １１１ 

１８９,４３９ 負債及び資本合計 

 

 

支 払 手 形  

買 掛 金  

短 期 借 入 金  

 

 

未 払 金  

未払法人税等 

未払消費税等 

未 払 費 用  

前 受 金  

預 り 金  

設備関係支払手形 

その他の流動負債 

 

長 期 借 入 金  

 

 

退職給付引当金 

役員退職給与引当金 

その他の固定負債 

 

 

 

 

 

資 本 準 備 金  

その他資本剰余金 

 

 

 

当期未処分利益 

一年内に返済予 
定の長期借入金 

資本金及び資本 
準備金減少差益 

再評価に係る 
繰延税金負債  



損　益　計　算　書 

（平成14年６月１日から平成15年５月31日まで） 

（単位 ： 百万円） 

科　　　　　目 金　　　　　額 

　経　常　損　益　の　部 
営 業 損 益 の 部 
 
 
 
　　　　　　営　業　利　益 
営業外損益の部 
　営 業 外 収 益  
 
 
 
 
 
　営 業 外 費 用  
 
 
 
　 
　　　　　　経　常　利　益 
 
　特　別　損　益　の　部 
　特　別　利　益 
 
 
　 
　特　別　損　失 
 
 
 
 
 
 
 
 
　税引前当期純利益 
 
 
　当 期 純 利 益 
 
 
 
　当期未処分利益 

 
 
 
 
 
 
 
 

８３ 
９３ 
１４４ 
６２８ 
５３６ 
 

１,５８８ 
４０９ 
６３９ 
５４８ 
 
 
 
 

３２ 
８９ 
８１ 
 

１,１５７ 
２５８ 
２４９ 
２,０９５ 
２８ 
１５ 
４７ 

１,３５０ 

 
 
売 上 高  
売 上 原 価  
販売費及び一般管理費 
 
 
 
受 取 利 息  
受 取 配 当 金  
保 険 配 当 金 等 収 入  
賃 貸 収 入  
そ の 他  
 
支 払 利 息  
売 上 割 引  
退 職 給 付 費 用  
そ の 他  
 
 
 
 
固 定 資 産 売 却 益  
投資有価証券売却益  
信 託 受 益 権 売 却 益  
 
固 定 資 産 売 却 損  
固 定 資 産 除 却 損  
投資有価証券売却損  
投資有価証券評価損  
投資有価証券償還損  
会 員 権 売 却 損  
会 員 権 等 評 価 損  
貸 倒 引 当 金 繰 入 損  
 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額  
 
前 期 繰 越 利 益  
利 益 準 備 金 取 崩 額  
土地再評価差額金取崩額 

 
 

１９１,９８５ 
１４４,１７４ 
３６,９６４ 
１０,８４６ 

 
 
 
 
 
 

１,４８７ 
 
 
 
 

３,１８５ 
９,１４８ 

 
 
 
 
 

２０３ 
 
 
 
 
 
 
 
 

５,２０２ 
４,１４９ 
１１０ 

△   ３６０ 
４,４００ 
３,０６４ 
３５９ 
５０２ 
８,３２６ 



重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

　　　子会社株式および関連会社株式………移動平均法による原価法 

　　　そ　の　他　有　価　証　券 

　　　 　時 価 の あ る も の………決算末日の市場価格等に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基づく時価法 

　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

　　　　　　　　は移動平均法により算定しております。） 

　　　 　時 価 の な い も の………移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法…移動平均法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

　　　有　形　固　定　資　産………………………………定　率　法 

　　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備

　　　　を除く）については、定額法によっております。 

　　　無　形　固　定　資　産………………………………定　額　法 

　　　　　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

　　　　おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

４．引 当 金 の 計 上 基 準 

　　　貸 倒 引 当 金　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収の可能性を検

討し回収不能見込額を計上しております。 

　　　退職給付引当金　従業員の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

　　　　　　　　　　なお、会計基準変更時差異（9, 586百万円）につ

いては、15年間による按分額を営業外費用に計上

しております。数理計算上の差異については、従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定

額法により翌期から費用処理しております。 

　　　役員退職給与引当金　役員に対する退職給与・退職慰労金の支

給にあてるため、内規に基づく期末要支給額の100

％を設定しております。役員退職給与引当金は商

法施行規則第43条に規定する引当金であります。 

 

５．リース取引の処理方法 

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 



貸借対照表および損益計算書に関する注記 

６．ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 

　　　ヘッジ会計対象取引は金利スワップのみであり、また該当取引

はすべて特例処理の条件を満たしているため、特例処理を行って

おります。 

 

７．消費税および地方消費税は、税抜きの会計処理を行っております。 

 

 

 

１．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

　　　当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成14年２月21日　企業会計基準第１号）

を適用しております。この変更による当期の損益に与える影響は

軽微であります。 
 

２．１株当たり当期純利益に関する会計基準等 

　　　当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成14年９月25日　企業会計基準第２号）および「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成14年９月25日　企業会計基準適用指針第４号）を適

用しております。この変更による影響額はありません。 

 

 

 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

２．子会社に対する短期金銭債権 

　　子会社に対する短期金銭債務 

　　子会社に対する長期金銭債権 

　　子会社に対する長期金銭債務 
 

３．有形固定資産の減価償却累計額 
 

４．重 要 な リ ー ス 資 産 

　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用

　　している各種コンピューター機器および営業用車両があります。 
 

５．担保に供している資産 

　　　受 取 手 形 13, 782百万円 建　　　　物 17, 223百万円 

　　　構　築　物 324百万円 機械及び装置 6, 445百万円 

　　　工具器具及び備品 7百万円 土　　　　地 16, 723百万円 

　　　投資有価証券 2, 140百万円 
 

６．発行済株式総数および当社が保有する自己株式数 

　　　発行済株式総数　　　　　　　普通株式 

　　　自 己 株 式 数　　　　　　　普通株式 

12, 013百万円 

10, 494百万円 

2, 403百万円 

7百万円 
 

120, 745百万円 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

273, 357, 759株 

11, 615株 

会計方針の変更 
 



７．保 　 証 　 債 　 務 
　　　　　（共同連帯保証による実質他社負担額796百万円を含む） 
 
８．期 末 日 満 期 手 形 
　　　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理し

ております。 
　　　なお、当会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の
期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

　　　受取手形　2, 608百万円　　支払手形　298百万円 
 
９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）
に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金（合
併受入れによるものを含む）を資本の部に計上しております。 

　　　再 評 価 の 方 法 
　　　　　主に、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第５号によるところの鑑定評価に
よる方法としておりますが、一部については、同条第４号に
よるところの地価税の計算のために公表された方法により算
定した価額に合理的な調整を行う方法としております。 

　　　再評価を行った年月日 
　　　再評価を行った土地の当期末における時価と 
　　　　　　　　　　再評価後の帳簿価額との差額 
 
10．１株当たりの当期純利益 
 
11．子 会 社 と の 取 引 高 
　　　売　　　　上　　　　高 
　　　仕　　　　入　　　　高 
　　　仕入高以外の営業取引高 
　　　営業取引以外の取引高 
 
12．税効果会計に関する事項 
　（1）繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
　　　（繰延税金資産） 
　　　　　一括償却資産否認 
　　　　　たな卸資産評価損否認 
　　　　　貸倒引当金繰入限度超過額および貸倒償却否認 

　　　　　退職給付引当金および役員退職給与引当金 
　　　　　繰入限度超過額 

　　　　　未払費用（賞与等） 
　　　　　投資有価証券評価損否認 
　　　　　繰越欠損金 
　　　　　そ　の　他 
　　　　繰延税金資産小計 
　　　　　評価性引当金 
　　　　繰延税金資産純額 
　　　（繰延税金負債） 
　　　　　土地再評価に係る繰延税金負債 

3, 852百万円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成13年５月31日 
 

2, 220百万円 
 

16円05銭 
 
 

19, 224百万円 
20, 858百万円 
12, 892百万円 
11百万円 

 
 
 
 

236百万円 
723百万円 
4, 252百万円 

 
3, 067百万円 

 
873百万円 
4, 426百万円 
2, 123百万円 
293百万円 

15, 997百万円 
△15, 997百万円 

―　　　 
 

2, 259百万円 



　（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に
　　重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別
　　の内訳 
　　　法定実効税率 
　　　（調　整） 
　　　　　再評価に係る繰延税金負債取崩 
　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 
　　　　　住 民 税 均 等 割 
　　　　　評価性引当金取崩 
　　　　税効果会計適用後の法人税等負担率 
 
　（3）地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平
　　成15年３月31日に公布されたことに伴い、「再評価に係る繰延税
　　金負債」に使用した法定実効税率は、前期の41.7％から40.4％に
　　変更されております。 
　　　その結果、「再評価に係る繰延税金負債」が72百万円減少し、
　　「土地再評価差額金」が同額増加しております。 
 
13．退職給付債務に関する事項 
　（1）採用している退職給付制度の概要 
　　　当社は確定給付型の制度として、厚生年金制度、適格退職年金
　　制度および一時金制度を設けております。 
　（2）退職給付債務に関する事項 
　　　　①退職給付債務 
　　　　②年　金　資　産 
　　　　③未積立退職給付債務（①＋②） 
　　　　④会計基準変更時差異の未処理額 
　　　　⑤未認識数理計算上の差異 
　　　　⑥退職給付引当金 
　　（注）厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 
　（3）退職給付費用に関する事項 
　　　　①勤　務　費　用 
　　　　②利　息　費　用 
　　　　③期待運用収益 
　　　　④従業員負担の拠出金 
　　　　⑤数理計算上の差異の費用処理額 
　　　　⑥会計基準変更時差異の費用処理額 
　　　　⑦退職給付費用 
　（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
　　　　①割　　引　　率 
　　　　　なお、当会計年度末に割引率を見直し、上記（2）①の退職給
　　　　　付債務は割引率2.0％を適用しております。 
　　　　②期待運用収益率 
　　　　③退職給付見込み額の期間配分方法 
　　　　④数理計算上の差異の処理年数 
　　　　⑤会計基準変更時差異の処理年数 

 
 
 

41. 7％ 
 

△8. 6％ 
7. 0％ 
2. 6％ 

△48. 7％ 
△6. 0％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

△83, 650百万円 
41, 663百万円 

△41, 986百万円 
7, 748百万円 
26, 453百万円 
△7, 784百万円 

 
 

2, 648百万円 
1, 898百万円 

△1, 129百万円 
△342百万円 
1, 558百万円 
639百万円 
5, 273百万円 

 
2. 5％ 

 
 

2. 5％ 
期間定額基準 

12年 
15年 


